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要  旨  

 介護保険制度開始から 26年が経過し、地域包括ケアシステムの構築が

進められてきたが、物価高騰が長期化する中、食料品や光熱費の上昇は

家計だけでなく、介護事業所の経営にも甚大な影響を及ぼしており、地

域における介護提供体制の維持は、深刻な危機に直面している。令和７

年度介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業及び令和８年度介

護報酬期中改定では、物価高騰や人件費上昇の影響を十分に補填できず、

多くの介護事業所が厳しい経営状況を脱却する展望が持てない。全国的

には介護事業所の倒産・休廃業が過去最多を更新し、小規模事業所を中

心にサービス提供基盤の縮小が進んでいる。また、介護人材不足は一層

深刻化しており、賃金水準は他産業と比較して依然として大きな格差が

存在している。責任の重さや業務負担に見合わない処遇は人材流出を招

き、結果としてサービス提供の継続自体が困難となる事業所も増加して

いる。北九州市においても、介護サービス利用者の増加が続く一方で、

訪問介護事業所の減少が見られ、特に在宅生活を支える基盤のぜい弱化

が懸念されている。現場からは、「人手不足で新規利用者を受けられない」

「責任の重さと過酷な業務の割に報酬が少なすぎる」「このままでは事業

継続が困難」といった切実な声が多数寄せられている。このままでは、

必要な介護サービスが地域で受けられなくなる「介護崩壊」が現実のも

のとなりかねない。国における制度改善や財政支援の強化は不可欠であ

り、私たちも貴職とともに引き続き改善を要望していく所存であるが、

目下の緊急課題に対応するために、北九州市としての迅速かつ実効性の

ある独自施策を強く求める。  

 市民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、介護サービ

ス提供体制の維持が不可欠である。そのためにも、介護従事者が安心し

て働き続けられる環境整備と、事業所の持続可能な運営を支える支援策
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の強化を強く求め、下記のとおり請願する。  

１  訪問介護をはじめとする在宅サービスの提供体制維持のため、初任

者研修受講料の全額補助や実務者研修受講料の補助拡大など、人材確

保支援及び事業所運営支援を強化すること。  


